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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期
第３四半期
連結累計期間

第32期
第３四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自平成28年１月１日
至平成28年９月30日

自平成29年１月１日
至平成29年９月30日

自平成28年１月１日
至平成28年12月31日

売上高 (百万円） 112,366 111,925 149,054

経常利益 (百万円） 6,578 4,442 7,832

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
(百万円） 4,596 2,954 5,111

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,556 3,376 5,346

純資産額 （百万円） 33,743 37,186 34,533

総資産額 （百万円） 122,111 128,547 122,330

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 115.74 74.40 128.69

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.0 27.3 26.6

 

回次
第31期
第３四半期
連結会計期間

第32期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.97 38.69

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４　第32期第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第18号　平成29年３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号　平成29年３月29日）を早期適用しており、第31期第３四半期連結累計期間及

び第31期連結会計年度の関連する主要な経営指標等について当該会計方針の変更を反映した遡及適用後の数

値を記載しております。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について

は、重要な変更はありません。

（企業集団の状況）

当社グループは、当社を持株会社として当社グループの連結の範囲に入る子会社16社及び持分法適用関連会

社１社＊が相互に連携して、物流事業、不動産事業、その他事業を営んでおります。これらを報告セグメント

との関連で示すと以下のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間において、ＳＢＳトランスポート

㈱はＳＢＳロジコム㈱を存続会社として合併したため、連結の範囲から除外しております。下図には非連結子

会社及び関連会社の一部（※印）を含んでおります。

＊持分法適用関連会社の内訳は、㈱ゼロです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日～平成29年９月30日）におけるわが国経済は、政府や日銀

による経済及び金融政策のもと、輸出や生産分野を中心に緩やかな拡大基調が持続しました。また、雇用環

境が一段と改善していることを背景に、個人消費においても改善の兆しが見え始めました。

物流業界におきましては、ラストワンマイル問題が端緒となり業界全体で料金適正化に向けた動きが加速

しました。その一方で、ドライバー、パート、アルバイト等の人手不足に起因する、人件費や外注費等のコ

スト上昇圧力も急速に増していることから、経営環境は複雑かつ厳しい局面が続いております。

このような環境の中、当社グループは、前連結会計年度に稼働した３ＰＬ業務の安定化及び改善活動を通

じたコスト低減に注力するとともに、新規案件獲得とこれらの拠点立ち上げを積極的に推し進め、今期が最

終年度となる４か年の中期経営計画「SBS Growth 2017」の達成に向け、グループ一丸となり事業活動に取

り組みました。

事業戦略では、前連結会計年度に稼働した合計５万坪の物流拠点の安定運営と効率化の取り組みを継続す

るとともに、ホームページやユーザー誌などの媒体を通じて、これまでに実施したソリューション事例を広

く訴求し新規案件の獲得につなげるなどの取り組みを推進しました。また、柔軟な雇用環境の整備や動画を

活用した採用活動を推進することで採用強化を図り、人材確保に取り組みました。

投資戦略では、４月に着工した茨城県稲敷郡阿見町における三温度帯対応物流センター（延床面積約３千

坪、2018年４月竣工予定）の建設工事を推進するとともに、大阪市住之江区に建設を予定している仮称・大

阪南港物流センター（延床面積約１万５千坪、2019年１月竣工予定）の着工準備を進めました。また、資産

ポートフォリオの入替え戦略に基づき、埼玉県吉川市の物流センターの信託受益権を一括売却することで資

金の回収を行いました。

これらの取り組みの結果、物流事業が増収となった半面、不動産開発事業の実績が前年同四半期を下回っ

たことから、売上高は４億40百万円減少し1,119億25百万円（前年同四半期比0.4％減）となり、営業利益は

20億80百万円減少し42億２百万円（同33.1％減）となりました。また、経常利益は21億35百万円減少し44億

42百万円（同32.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は29億54百万円（同35.7％減）となりまし

た。

なお、第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第18号　平成29年３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第24号　平成29年３月29日）を早期適用しており、前年同期比較についてはこれら

を遡及適用した前年同期の数値を用いております（以下同じ）。

セグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

（物流事業）

物流事業の売上高は、前連結会計年度に拡大した５万坪の業務による寄与や、新規顧客の取りこみが奏功

し、49億円増加して1,030億41百万円（前年同四半期比5.0％増）となりました。営業利益は、人件費及び傭

車費が上昇しましたが、料金改定やコスト低減の取り組みを強化し、１億46百万円増加の15億59百万円（同

10.4％増）となりました。
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（不動産事業）

不動産事業は、売上高が39億35百万円（前年同四半期比59.1％減）、営業利益は24億13百万円（同49.2％

減）となりました。７月に、埼玉県吉川市の物流施設を売却しましたが、前連結会計年度の規模には及ばな

かったことから、売上高が56億75百万円、営業利益が23億40百万円減少しました。

（その他事業）

その他事業では、人材事業、マーケティング事業、太陽光発電事業とも堅調に伸長しました。これらの結

果、売上高は３億34百万円増加し49億48百万円（前年同四半期比7.2％増）、営業利益は79百万円増加し３

億39百万円（同30.5％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は1,285億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ62億17

百万円増加しました。主な増加の内訳は、現金及び預金、車両等の入替による機械装置及び運搬具でありま

す。主な減少の内訳は、建物及び構築物、土地であります。

負債は913億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ35億64百万円増加しました。主な増加の内訳は賞

与引当金、長期借入金であります。

純資産は371億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ、26億52百万円増加しました。親会社株主に帰

属する四半期純利益29億54百万円の計上及びその他有価証券評価差額金を計上した反面、配当金の支払いを

６億75百万円したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 154,705,200

計 154,705,200

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,718,200 39,718,200
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 39,718,200 39,718,200 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 39,718,200 － 3,920 － 2,250

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        400 －

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,715,100 397,151 同上

単元未満株式 普通株式      2,700 － －

発行済株式総数 39,718,200 － －

総株主の議決権 － 397,151 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＳＢＳホールディ

ングス株式会社

東京都墨田区太平

四丁目１番３号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

（注）当社は、単元未満自己株式23株を保有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,388 14,972

受取手形及び売掛金 17,911 18,712

たな卸資産 12,414 11,736

その他 6,889 5,773

貸倒引当金 △90 △99

流動資産合計 46,512 51,095

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 37,234 37,373

減価償却累計額及び減損損失累計額 △19,170 △19,972

建物及び構築物（純額） 18,064 17,400

機械装置及び運搬具 20,761 21,893

減価償却累計額及び減損損失累計額 △11,883 △11,960

機械装置及び運搬具（純額） 8,877 9,933

土地 35,130 34,769

リース資産 2,741 2,742

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,524 △1,594

リース資産（純額） 1,216 1,148

その他 4,307 5,032

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,867 △2,964

その他（純額） 1,440 2,068

有形固定資産合計 64,730 65,320

無形固定資産   

その他 1,042 1,090

無形固定資産合計 1,042 1,090

投資その他の資産   

投資その他の資産 10,488 11,525

貸倒引当金 △444 △485

投資その他の資産合計 10,044 11,040

固定資産合計 75,817 77,451

資産合計 122,330 128,547
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,697 7,815

1年内償還予定の社債 160 160

短期借入金 14,500 14,500

1年内返済予定の長期借入金 9,222 9,423

未払法人税等 778 237

賞与引当金 759 1,692

その他 8,478 8,745

流動負債合計 41,596 42,575

固定負債   

社債 240 80

長期借入金 32,450 34,595

退職給付に係る負債 4,040 4,285

資産除去債務 1,313 1,329

その他 8,154 8,495

固定負債合計 46,199 48,786

負債合計 87,796 91,361

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,920 3,920

資本剰余金 2,651 2,651

利益剰余金 25,399 27,684

自己株式 △0 △0

株主資本合計 31,970 34,256

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 823 1,122

為替換算調整勘定 △140 △103

退職給付に係る調整累計額 △143 △140

その他の包括利益累計額合計 540 879

非支配株主持分 2,022 2,050

純資産合計 34,533 37,186

負債純資産合計 122,330 128,547
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 112,366 111,925

売上原価 99,030 100,428

売上総利益 13,335 11,497

販売費及び一般管理費 7,052 7,294

営業利益 6,283 4,202

営業外収益   

受取利息 9 13

受取配当金 47 61

持分法による投資利益 528 486

その他 132 135

営業外収益合計 717 697

営業外費用   

支払利息 360 347

その他 61 109

営業外費用合計 422 456

経常利益 6,578 4,442

特別利益   

固定資産売却益 85 304

その他 － 49

特別利益合計 85 354

特別損失   

固定資産売却損 5 29

固定資産除却損 16 42

投資有価証券評価損 － 132

抱合せ株式消滅差損 － 89

その他 46 70

特別損失合計 68 364

税金等調整前四半期純利益 6,595 4,432

法人税、住民税及び事業税 1,168 1,129

法人税等調整額 649 266

法人税等合計 1,817 1,395

四半期純利益 4,778 3,036

非支配株主に帰属する四半期純利益 181 81

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,596 2,954
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 4,778 3,036

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11 240

為替換算調整勘定 △148 21

退職給付に係る調整額 36 △48

持分法適用会社に対する持分相当額 △122 127

その他の包括利益合計 △221 340

四半期包括利益 4,556 3,376

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,376 3,293

非支配株主に係る四半期包括利益 179 83
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、ＳＢＳトランスポート㈱はＳＢＳロジコム㈱を存続会社として合併したため、連

結の範囲から除外しております。

　変更後の連結子会社数　16社

 

(2）持分法適用範囲の重要な変更

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い等の適用）

　「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成29年

３月29日）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成29年３月29

日）を第１四半期連結会計期間から早期適用し、国内関連会社が指定国際会計基準に準拠して作成した四半期連結

財務諸表を当社の連結決算手続上、利用しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。

　なお、当該遡及適用による四半期連結財務諸表及び連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。 以下「回

収可能性適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処

理の方法の一部を見直しております。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第

１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の

繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。

　なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年９月30日）

減価償却費 3,165百万円 3,389百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月４日

取締役会
普通株式 635 16 平成28年３月31日 平成28年５月16日 資本剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年５月２日付で、資本準備金3,000百万円を減少し、その同額をその他資本剰余金に振替

えた後、同日付でその他資本剰余金2,218百万円を減少し、繰越利益剰余金に振替え、欠損填補を行ってお

ります。なお、株主資本の合計額には、著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月20日

取締役会
普通株式 675 17 平成28年12月31日 平成29年３月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年１月１日　至平成28年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 98,140 9,610 4,614 112,366 － 112,366

セグメント間の内部売

上高又は振替高
272 44 120 437 △437 －

計 98,413 9,655 4,734 112,803 △437 112,366

セグメント利益 1,413 4,754 260 6,427 △144 6,283

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去14百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△159百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年１月１日　至平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 物流事業 不動産事業 その他事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 103,041 3,935 4,948 111,925 － 111,925

セグメント間の内部売

上高又は振替高
380 － 112 493 △493 －

計 103,422 3,935 5,061 112,419 △493 111,925

セグメント利益 1,559 2,413 339 4,313 △111 4,202

（注）１　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去33百万円及び各報告セグメントに配分していない当社

及び一部の連結子会社の本社等の間接部門に係る損益△144百万円であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 115円74銭 74円40銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
4,596 2,954

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円）
4,596 2,954

普通株式の期中平均株式数（株） 39,717,811 39,717,777

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取

扱い」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の早期適用により、会計方針の変更は遡

及適用され、前第３四半期連結累計期間については遡及適用後の数値となっております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月10日

ＳＢＳホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千葉　達也　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石田　勝也　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＢＳホール

ディングス株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年

７月１日から平成29年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＢＳホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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